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本報告では、石狩市と藤女子大学との間の地域連携事業についての分析を通して、その課
題や将来的展望を提示している。連携事業を進める際に、重要であるのは「地域資源」をい
かに有効活用するかである。その資源を活用している事例として、ここでは「学習支援事業」
「教職実践演習における石狩市役所との連携」「環境教育分野での連携」「地域まるごと博物館
構想（プロジェクトＭ）」を紹介する。これらは実施期間も様々であるが、それぞれの現状と
ともに、効果や課題、そして将来的展望も提示している。そして、最終的には、これらの地
域資源を一層、有効活用し、地域連携を深めるためには、大学内に「地域連携推進センター」
を設けるべきとの提言を示すに至った。
なお、本報告で紹介した事業の多くは、QOL研究所研究助成金（2013年度）によって運営
された。
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１．はじめに
本稿では、筆者が勤務する藤女子大学と石狩市との
間の連携の現状と課題を考察し、将来を見据えた提言
を示すことを目的としている。藤女子大学が、札幌市
の北16条校舎に加え、石狩市の花川南に新校地を求め
たのは、1981年に遡る。そして、学校法人藤学園によっ
て花川の敷地内にセミナーハウスを落成されたのが
1984年、つまり今（2014年）から丁度、30年前のこと
である。その後、1992年に花川校舎の完成に伴い、人
間生活学部が設置され、現在に至ることとなる。
大学と地域との連携は、高等教育関係者にとっては、
近年、特に注目すべきテーマである。文部科学省も
2013年から「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」
を公募しており、北海道の私立大学も９校（短大を含
む）が応募したが、一校も選定されていない웋웗。2014年
にも公募され、現在、道内私立大学は単独で８校、短
期大学が１校、共同で１校の計10校が応募している。
2010年４月には、石狩市と藤女子大学による包括協
定が締結され、両者の協働による様々な取り組みは加
速している워웗。もちろん、それまでにも2002年から継
続している石狩市スクールアシスタントティーチャー
など、幾つかの協働事業が実施されてきた。そして、
包括協定を契機として、人間生活学部の教育実践の中
においても、一層、石狩市との協働関係が築かれてき
た。人間生活学科に限って見ても、フィールドワーク
系科目における石狩市役所との連携、石狩新港の紹介
ビデオ製作における「えりすいしかりネットテレビ」
との協力体制など、枚挙にいとまがない。
藤女子大学と石狩市との協働事業に関しては、筆者
は、これまでも教育委員会との学習支援活動を中心に
検証し、事業の継続性および効果測定の困難さを指摘
してきた웍웗。そこでは、単発的な連携に終わることな
く、経年的に事業を継続し、そこから大学・石狩市双
方の立場から効果を検証していくことの必要性を提示
してきた。
とはいえ、地域連携における継続性と効果測定の実
現には、その土台がなくてはならない。本稿では、筆
者が携わる地域連携事業の現状を分析し、そこから藤
女子大学の全学的な事柄を含め、今後の方向性を提示
したい。ただし、それらの活動は「教育分野」に関連
するものに限定される。本稿で意味する「教育分野」
は教職課程における活動を主たる範疇に含めながら
も、石狩市民にとっての社会教育を射程に入れている。
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２．地域資源を活用した大学の教職課程での
連携事業
石狩市ならずとも、北海道道内外を問わず、各市町
村には地域資源が多く存在する。そして、それらの資
源を使って、地域活性化だけではなく、大学をはじめ
とする教育機関における教育を充実させる活動がすで
に多く実践されている。地域資源とは、大きく自然資
源、歴史的資源、文化・社会資源、人工施設資源、人
的資源、情報資源などに分類されている웎웗。しかし、こ
の五分類を見ても、地域資源が広範囲であることがわ
かる。ここでは、これらの資源を活かしつつ、藤女子
大学が実施している二つの事例を紹介したい。
一つは、大学と地域の学校のニーズが合致し、実施
に至っている学習支援活動である。もう一つは、大学
のニーズにより、市役所での調整を経て、地域の多様
な施設に協力を要請したケースである。これら二つの
事例は、地域資源の分類の中では、人工施設資源と人
的資源の複合利用といえる。
⑴ 石狩市立小中学校における学習支援活動
石狩市との連携で最も長く継続しており、現在も積
極的に活動しているのが、石狩市スクールアシスタン
トティーチャー（SAT）事業である。これは、石狩市
教育委員会、各小中学校および藤女子大学の教職課程
担当の教員間で既に年間のルーティンワークに組み込
まれており、互いの担当者が異動しても、安定的に継
続している事業である。一方、2012年度からは旧厚田
村地域の厚田中学校への学習支援を開始し、その事業
の刷新も試みている。それ以前は、大学より徒歩・自
転車圏内の小中学校に配置されていたが、12年度から
バスや自家用車を利用して、地方の小規模校での学習
支援を始めることとなった웏웗。
厚田中学校での学習支援は、2013年度末で３年目を
終え、学習支援を定着させながらも、新しい取り組み
に学生は挑戦し続けている。今年度の新しいイベント
は、「ハマナスの花びら入りキャンドル」の制作である
（写真1）。
これまでも中学校と大学が、夏季休業中にある８月
下旬の二日間を利用して、学習支援だけではなく、大
学生と生徒の交流を深めるイベントを企画してきた。
これまでは、中学校内の菜園などで採れた食材を利用
したフルーツパンチやピザなどを一緒に作ってきた。
そのような蓄積をもとに、今年度は中学生・教員・大
学生が共同でキャンドルを制作することとなった。
また、今回は単に制作するだけではなく、キャンド
ルは10月に開催される藤女子大学花川校舎の大学祭
「藤花祭」で販売され、そこでの収益を厚田中学校の部
活動支援費として全額寄付することとした（写真2）。
藤花祭２日間に78個のキャンドルを完売し、総売上金
額は20,200円となった。これらの記事は、2013年８月
20日付北海道新聞の石狩版に掲載され、それを読み、
藤花祭当日、キャンドル購入のために来校した石狩市
民も多くいた。通常の学習支援や中学生たちとの人的
交流といった側面だけではなく、部活動費の支援とい
う目に見える形で、大学生が自ら企画し、地域の学校
に貢献したことは、厚田中学校でのSATの新しい方
向性を提示したといえる。
また、夏以降も月一回の学習支援を継続するととも
に、13年度も家庭科での授業を藤女子大学の３年生が
担当した。これは、これまで三年連続で続いている取
り組みである。2014年１月には、昨年度に引き続き「合
格祈願餅つき」に学生たちは前日の仕込み作業から参
加した。その作業は、厚田中学校の保護者が行ってき
たが、全校生徒・教職員分の餅つきや汁物の準備をし
なければならないため、学生による支援はとても喜ば
れる。また、保護者（主に母親）と学生との交流も深
まる切っ掛けとなっている。このように取り組みは派
手ではないが、地域住民との信頼関係を一歩一歩積み
上げてきた好例が、この厚田中学校での学習支援活動
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写真1 手作りキャンドルを作り終えて
写真2 手作りキャンドルの売上金の贈呈
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といえる。
2014年３月に、厚田SATを開始当初から支えてき
た学生が卒業し、その内の一人が４月から厚田中学校
で家庭科の時間講師として勤務することとなった。学
習支援してきた側が、今度は学校側となり大学生によ
る学習支援をサポートすることとなる。これはまさに、
地域連携を継続してきた成果の一つといえる。
この学習支援は、大学の教育実践から見ると「地域
の小中学校」を地域資源として活用している。一方で、
地域の小中学校にとっても藤女子大学の学生は地域資
源であり、それを活用して、児童生徒の学力向上を目
指しているのである。このような双方向的な地域連携
が、教職課程の分野においても、一層推進したい。
⑵ 教職実践演習での関わり
2013年度から開始した事業の一つに、教職課程科目
である教職実践演習（４年後期）における大学と石狩
市の連携がある。「教職実践演習」自体が13年度から
始まり、全国の四年制大学は手探り状態で、この演習
を進めている。中央教育審議会は、この演習の目的を
以下の通り、示している원웗。
教職課程の他の授業科目の履修や教職課程外で
の様々な活動を通じて、学生が身に付けた資質能
力が、教員として最小限必要な資質能力として有
機的に統合され、形成されたかについて、課程認
定大学が自らの養成する教員像や到達目標等に照
らして最終的に確認するものであり、いわば全学
年を通じた「学びの軌跡の集大成」として位置付
けられるものである。
そして、「１．使命感や責任感、教育的愛情等に関す
る事項」「２．社会性や対人関係能力に関する事項」「３．
幼児児童生徒理解や学級経営等に関する事項」「４．教
科・保育内容等の指導力に関する事項」を教職実践演
習内に含めることが期待された。これら四つの事柄の
中でも、石狩市との連携によって「２」の部分を重視
したのが、2013年度の教職実践演習であった。
藤女子大学では、文学部・人間生活学部（各学科）
併せて、教職実践演習は四種類開講されている。ここ
では筆者が担当した演習（人間生活学科対象）を紹介
するが、そこでの目標は「地域資源を活かした教材開
発」であった。対象となる人間生活学科の学生は、中
学校・高等学校の家庭科・福祉科の教員免許を取得す
る。これら二つの教科は、他教科と比較しても、地域
社会との連携が実際に必要となる。その実践的な目標
を実現するための過程で、指導案を地域資源の活用に
よって、より充実したものにするという課題をするこ
とを学生には求めた。
連携の際には、石狩市役所の企画経済部企画課の協
力を得た。具体的には10月１日と８日の二日間、藤学
園のバスで移動しながら、石狩市内の様々な施設を訪
問した。訪問場所は、相談施設センタ （ーぷろっぷ）・
総合保健福祉センタ ・ー市民図書館・こども未来館（一
日目）、JAとれの里・リサイクルプラザ・石狩浜海浜
植物保護センタ ・ー砂丘の風資料館（二日目）の計八ヶ
所であった。各施設の滞在時間は約一時間で、それぞ
れの担当者から説明していただきながら、見学や時に
は試食などした（写真3）。
学生たちは、その後、家庭科・福祉科もしくは総合
的な学習の時間を想定しながら、地域資源を活かした
授業の指導案を作成した。そして、その成果を11月５
日に企画経済部及び教育委員会の担当者をお招きし
て、発表した。学生たちは、自由な発想で「縄文土器
と石狩鍋のコラボ」「石狩市の野菜を使ったおやつを作
ろう」「リサイクル用品で作った楽器を演奏」「発達障
がいの子ども達とのクラフト作り」「石狩市の野菜を
使った料理を学校祭で販売엊」のテーマで指導案を作
成していた。これらはすべて、二日間にわたって訪問
した施設との連携が必要となる指導案となる。発表後、
お招きした方々から、実現可能性などについて適確か
つ鋭い質問も寄せられ、学生は自らの考えの甘さに気
づきつつも、必死に対応していた（写真4）。
教職実践演習は、まだ一年しか開講していないため、
その効果は未知数である。しかし、担当教員である筆
者の意図としては、学校教育は、教職員だけではなく、
地域全体から支援されてこそ、次世代を担う人材を育
成する機能を十全に果たすことができることを、教員
の卵である教職課程を履修した学生には理解して貰い
たいというものであった。地域資源はその程度や質の
差こそあれ、すべての地域に存在するものである。そ
れらを上手に活用した教員を養成したいたいという意
地域資源を活用した大学教育・研究を推進するための方策
写真3 いしかり砂丘の風資料館での見学
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図は、今後も続けていきたい。
また、全国の大学が抱える課題であろうが、この教
職実践演習は４年次の後期に開講しなければならな
い。この時期は、４年生にとって教職課程の集大成で
あると同時に、卒業論文の作成時期とも重なっている。
そのため、演習を担当した筆者も、学生に対する「遠
慮」を感じざるを得なかった。そんな状況から、指導
案は、実現可能性を検証することができず、結果とし
て「質」もそれほど高いもとは言えなかった。石狩市
との連携自体は、次年度への課題などは特には見当た
らないが、演習自体のマネジメントをどのように行っ
ていくかが課題といえる。
３．学校教育を超えた社会教育の視点を加味
した連携
大学と地域との連携事業の中心に「学生」や「子ど
もたち（小中学生）」を据えて考えると、学習支援など
を通した学校教育領域の連携は見えやすい活動であ
る。一方で、社会教育における、大学と地域との連携
は、大学教員と地方自治体、地域住民との関係性が築
かれる、言わば見えにくい連携活動といえる。
藤女子大学人間生活学部は、「いしかり市民カレッ
ジ」と連携し、毎年、10月中旬には藤花祭期間中に公
開講座を実施している。ここ数年、石狩市をテーマと
して「伝統芸能（望来獅子舞）」「石狩浜の海浜植物保
護」「石狩と食」「ICT教育」を選定し、学外の専門家
による公開講座が実施され、毎回、50～60名ほどの参
加者を集めている。そして、これらのテーマをもとに、
「イッカルンクル・シリーズ」として、これまで２冊の
書籍を刊行してきた웑웗。編集を担当している公開講座
委員会は、可能な限り、石狩市の関係者に執筆を依頼
してきた。
このような蓄積のもと、石狩市の社会教育領域にお
いても、藤女子大学との地域連携は促進されている。
ここでは、石狩市の環境教育（環境室）と郷土資料館
と藤女子大学との共同プロジェクトについて、その端
緒を紹介する。
⑴ 環境組織・団体との連携
筆者にとっての環境教育分野における石狩との連携
の切っ掛けは学生が作ってくれた。13年度に、筆者の
ゼミナールに所属していた４年生が、「石狩における環
境教育」をテーマに卒業論文を執筆したことから、石
狩市内における人的ネットワークが拡大した。具体的
には、環境教育を年間の教育テーマとして推進してい
る厚田小学校、総合的な学習の時間への補助金を管轄
する市教育委員会学校教育課、市民環境部環境室など
の公共組織だけでなく、いしかり海辺ファンクラブ等
のボランティア団体等との関わりである。
13年度は、厚田小学校における環境教育実践の見学
（学生）やカリキュラム開発に関しての懇談会を実施し
てきた。特に、懇談会については、環境教育の先進地
域にある滋賀県立大学の木村裕助教を石狩にお招きし
て、小学校校長、教育委員会関係者、環境室職員と情
報交換を行った。これは、次年度以降、各関係者を交
えてカリキュラム開発を進める上でのステップとして
有意義なものであった。
また、ボランティア団体や市職員とは、学生が卒業
論文を作成した後、その成果をもとに、今後の石狩市
の環境教育の現状や課題について協議する場を設ける
ことが出来た。この成果は、別論文で公表する予定で
あるが、環境教育に係るシステム的な課題（学校と環
境団体側のニーズのマッチング）だけではなく、カリ
キュラム開発（子ども達が自ら主体的に考えるための
教材開発）に関しても、情報交換を行うことが出来た。
14年度は、藤女子大学の学生は更に深く環境教育に
関わることとなる。実際に６月28日（土）に開催され
る「はまなすフェイスティバル」への出展も計画され
ている。そのために、既に石狩浜海浜植物保護センター
写真4 指導案の発表会を終えて
写真5 石狩浜海浜植物保護センターでの説明
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で「はまなす」に関する講義を受けるなど、準備を進
めている。また随時、環境教育を推進する厚田小学校
への授業見学や情報交換会の機会も設けていきたい。
⑵ 郷土資料館との連携（プロジェクトＭ）
石狩市には、「砂丘の風資料館」を含め三箇所の郷土
資料館がある。これまでも、前述のとおり、教職実践
演習やフィールドワーク系科目などで、学生・教員が
訪問し、学芸員から解説をうけるなど、連携はしてい
た。ここで紹介するのは、プロジェクトＭである。こ
れは、石狩市文化財保護審議会が提出した教育長への
答申（「これからの郷土資料の保存・展示のあり方につ
いて」）に端を発する。その答申では以下の課題意識が
提示されていた웒웗。
これまで郷土資料の保存・展示を担ってきた既
存の施設には多くの制約と課題があるため、新し
い石狩市として郷土資料の市内外への紹介や、資
料や自然遺産・文化遺産どうしを関連づけたり、
価値を再発見する試みも十分とは言えない状態で
す。
このような課題を解決するために、既存の施設であ
る「いしかり砂丘の風資料館」「厚田資料室」「はまな
す郷土資料館」や図書館、公民館などが、そのネット
ワーク化を一層推進し、市全域を「まるごと博物館」
として活用する案が提示されたのである。この答申で
は直接的に言及されていないが、市全域を「まるごと
博物館」にするという考えは、エコミュージアム構想
と繫がる。
エコミュージアムの定義は多様であるが、大原によ
ると、それは「博物館としての活動（収集保存・調査
研究・展示教育普及）」「地域内遺産の現地保存」「住民
の主体的参加」の関係性から成り立つとされる웓웗。これ
らの要素は、それぞれが別々に存在するものではなく、
関連しあってこそ、エコミュージアムとしての特性が
発揮できるのである。
定義の要素の中での「住民主体」に焦点をあてて実
施されたのが、プロジェクトＭである웋월웗。これは、砂丘
の風資料館の志賀健司学芸員の呼びかけを切っ掛け
に、環境保全や地質、歴史、遺跡発掘などに興味があ
る石狩市民10名ほどがワークショップに参加するプ
ロジェクトである。ワークショップは、2013年の11月
下旬から14年３月で計７回実施された。筆者は、この
プロジェクトＭにアドバイザーとして毎回ワーク
ショップに参加した。テーマは、事前に志賀氏と協議
し、以下のように設定してきた。
①「石狩市の自然遺産・文化遺産をリストアップ
せよ엊」（11月27日）、
②「遺産めぐりコースを考えよ엊」（12月20日）
③「遺産めぐりコースマップをつくれ엊」
（１月15日）
④「石狩のエコミュージアムの可能性を探れ엊」
（２月19日）
⑤「ミュージアムのポスターをつくれ엊」
（３月19日）
番外編①「エコミュージアム懇談会」
（12月26日）
番外編②「厳寒の厚田・浜益バスツアー」
（12月27日）
バスツアーは、藤学園のバスを利用し、筆者を含む
専門家４名（大学教員２名、学芸員２名）、石狩市民５
名、藤女子大学学生２名の計11名が参加した（写真
6）。ルートは、カシワ林（石狩市志美）のスノーシュー
での散策→旧石狩油田跡→厚田資料館→昼食→岡島洞
窟→浜益支所→はまます郷土資料館→庄内藩陣屋跡を
半日かけて廻った。厳冬期の厚田・浜益地区を巡るこ
とを重視したため、既に冬季閉館期間に入っていた資
料館を特別に開けていただくなど、様々な配慮を伴う
ツアーとなった。特に、浜益地区では、プロジェクト
Ｍのメンバーであり、地元の郷土史に詳しい方の説明
を受けながら、ニシンが最盛期の頃の歴史に触れるこ
とが出来た。また、２名という少数ではあるが、学生
が参加することによって、地域住民の方々との情報交
換、通学している場所である石狩市の魅力を知る切っ
掛けを提供できたといえる。
また、プロジェクトＭでは、メンバー以外の専門家
の助言や参加を依頼してきた。例えば、番外編で情報
交換をした東京工業大学の津々見崇助教は、「まちづく
り教育」を専門としている。また、第四回目には北海
道教育大学の鈴木明彦教授に「石狩市内の地質」につ
写真6 厳冬期の石狩バスツアー
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いて講演を依頼している。
13年度のプロジェクトＭにおける藤女子大学の関
与は、筆者のプロジェクトへの参加、厳冬期石狩バス
ツアーへの大学の関与（学生の参加、学園バスの利用）
に留まってきた。今後は、学生のプロジェクトＭへの
参加拡大や、大学での成果発表など、その連携の範囲
を拡大したい。
大学の役割として、地元の地域を客観的に分析する
ことが挙げられよう。例えば、14年度にプロジェクト
Ｍは石狩の様々な自然遺産・文化遺産・産業遺産を巡
るマップの製作を計画している。しかし、石狩に関す
るマップや歴史を書いた小冊子の製作だけならば、過
去いくつも出版され、観光客や市民に配布されている。
その中で、プロジェクトＭで制作するマップにどのよ
うな特色をもたせるのかを客観的に判断できるのは、
石狩市内の教育機関として客観的な視点をもった藤女
子大学の役割といえよう。今後は、石狩市内にありつ
つ、外の目を持つ参加者として、プロジェクトＭにも
関わる予定である。
４．今後の課題と展望～地域連携推進セン
ター設立への提言～
以上のような取り組みを踏まえて、今後、藤女子大
学と石狩市の連携を深めていくための提言を述べた
い。ここでポイントとなるのは、藤女子大学は、石狩
市の様々な地域資源を利活用する立場にあると同時
に、自らも石狩市の地域資源の一つであることへの認
識の重要性である。そのような認識を深めるためにも、
大学内での「地域連携推進センター」（仮称）の設定を
提言し、本報告を締めくくりたい웋웋웗。
このセンターを設置することによって、大学と石狩
市との地域連携が、どのような形で推進されるのであ
ろうか。第一に地域連携の促進に係る研究機能、第二
に学内の教育資源の集約と発信の機能、第三に学内外
の地域連携ニーズのマッチング機能のそれぞれを充実
することが可能であると筆者は考えている。
まず、「地域連携の促進に係る研究機能」である。も
ちろん、藤女子大学は、今後、石狩市のみを対象とし
て地方自治体との連携を進めるわけではない。しかし、
藤女子大学の人間生活学部は、石狩市に設置されてい
る唯一の高等教育機関である。大学ならずとも、教育
機関は地域にとって、地元の「モノ」であると同時に、
外部からの視点をもつ「ソトモノ」でもある。その点
で、藤女子大学が石狩市の内部にありながら、客観的
に石狩を見つめることができる視点を重視し、地域の
活性化を更に推進する研究機能を持つべきである。ま
た、実際にこれまでの連携の「効果」も測定する機能
が必要となろう。これらの機能が充実することにより、
地域連携に関わる研究補助金などの獲得の流れも出て
くることが予想される。さらに、産学協同を意識した
活動もこの領域に含まれるだろう。
次に、「学内の教育・研究資源の集約と発信の機能」
である。これは、藤女子大学内の教育・研究資源のデー
ターベース化を進め、それを学外に発信していく広報
機能の充実をも担うと考えている。これは石狩市だけ
ではなく、全道・全国各地への発信機能を念頭に置く
べきであろう。ここでは教育資源と研究資源の集約と
発信とに機能を分別した。教育資源には、大学教員及
び学生を巻き込んだカテゴリーに更に分けることが出
来る。大学教員による教育機能には、公開講座などを
通した研究成果及び専門知識・技能の発信が含まれる。
一方、学生による教育機能には、学生自らが地域と繫
がりを持ち、お互いにとってメリットが認められる活
動といえる。地域を基盤とする地域活動の多くは、壮
年層・高齢者層の参加によって成り立っているものが
少なくない。そのため、地域側からは藤女子大学学生
の若い視点や活力を求める声も多い。
最後に、「学内外の地域連携ニーズのマッチング機
能」である。これは地域連携においては不可欠な機能
である。これまでは、石狩市・大学の個人的なコネク
ションを通して、連携を進めてきた経緯がある。その
ような状況では、お互いにとって、事業の進行を調整
するための労力が増していく。大学や地域がどのよう
なニーズを有しているのか、その連携の結果どのよう
な成果を求めているのかを吟味し、調整していく機能
は、大学にとって重要である。それによって、大学・
石狩市の両者が互いのニーズを理解して、一層内容の
充実した連携事業が促進されるだろう。これらの地域
資源の活用を考えると、必ずしも、ニーズは常に双方
向的なものではない。長期的な視野をもって、連携体
制を組まなくてはならない。
５．おわりに
既に言い古された感があるが、中央教育審議会答申
「我が国の高等教育の将来像」（2005年）によると、大
学の機能分化として、「１．世界的研究・教育拠点、２．
高度専門職業人養成、３．幅広い職業人養成、４．総
合的教養教育、５．特定の専門的分野（芸術、体育等）
の教育・研究、６．地域の生涯学習機会の拠点、７．
社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等）」
の七点が挙げられている웋워웗。この原点に立ち返って、藤
女子大学の今後を考えてみると、地域に焦点をおいた
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６・７の機能を重要視せざるをえないのは明らかであ
ろう。これは大学としてのみのニーズだけではなく、
地域のニーズでもあるといえる。その点を鑑みながら、
藤女子大学も今後の将来的方向性を確認し、地域資源
を活かした地域社会との連携事業を、今後、促進して
いく必要がある。
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